
（１）義務付け・枠付けの見直し等
○平成28年対応方針

Ⅰ．平成26年～29年の対応方針において、平成29年（度）中に「結論を得
る」等とされたもの

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

1

※前回会議（令和元年９月２日）までに結論を報告したものを除く。

※平成26年、27年及び29年対応方針において、平成29年（度）中に「結論を得る」等とされたものは、全て
結論を報告済み。

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容

現在の対応状況の概要
※原則、令和元年９月30日現在。

その後、 特筆すべき動きがあれば記載
※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

１

マイナンバー制度に
おける療育手帳関係
情報、外国人保護関
係情報の情報提供
ネットワークシステ
ムによる情報照会の
実施
（行政手続における
特定の個人を識別す
るための番号の利用
等に関する法律）

内閣府
総務省
厚生労働省

地方公共団体が９条２項に基づき実
施する事務（独自利用事務）について、
以下の措置を講ずる。
・療育手帳関係情報を情報連携の対象

とすることについては、提供側の地
方公共団体の意見も把握しつつ、現
場の事務が混乱することのないよう、
平成29年度中に療育手帳に関する事
務を独自利用事務として条例で定め
る地方公共団体が増加するよう関係
府省が連携して働きかける。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
療育手帳に関し地方公共団体が９条２

項に基づき実施する事務（独自利用事
務）については、独自利用事務を定めた
条例の制定状況等に係る調査結果を踏ま
え、当該条例を制定する地方公共団体が
増加するよう、その制定による効果等を、
地方公共団体に令和元年度中に周知する。
なお、療育手帳関係情報を情報連携の

対象とすることについては、独自利用事
務を定めた条例の今後の制定状況等を踏
まえつつ、中長期的に検討を行う。

① その他

資料４



平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

Ⅱ．平成26年～３０年の対応方針において、平成30年（度）中に「結論を得
る」等とされたもの
※前回会議（令和元年９月2日）までに結論を報告したものを除く。

2

○平成29年対応方針
（１） 義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

２

児童手当における学校
給食費の徴収権限の強
化
（学校給食法、児童手
当法）

内閣府
文部科学省

学校給食費（11条２項）の徴収
に係る地方公共団体の権限につい
ては、地方公共団体による学校給
食費の強制徴収を可能とする方向
で検討し、平成30年中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
学校給食費（11条２項）の徴収に係る地

方公共団体の権限については、以下のとお
りとする。
・学校給食費の徴収に係る公平性の確保及
び教員等の負担軽減の観点から、令和元
年に策定した「学校給食費徴収・管理に
関するガイドライン」も活用しつつ、令
和４年度からの公会計化を目指し、地方
公共団体が円滑に公会計制度を採用でき
るよう必要な取組を推進する。

・地方公共団体による学校給食費の強制徴
収等については、公会計化の状況等も勘
案し、中長期的に検討を行う。



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

３
幼稚園免許更新対象
者の拡大
（教育職員免許法）

文部科学省

幼稚園教諭普通免許状に係る免許状
更新講習（９条の３第３項）の受講対
象の拡大については、幼稚園型の一時
預かり事業（児童福祉法（昭22法164）
６条の３第７項及び子ども・子育て支
援法（平24法65）59条10号に規定する
一時預かり事業をいう。）に従事する
者に関して調査・検討を行い、2018年
度中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
幼稚園型の一時預かり事業（児童福祉法

（昭22法164）６条の３第７項及び子ど
も・子育て支援法（平24法65）59条10号に
規定する一時預かり事業をいう。）に従事
する者に関して、幼稚園教諭普通免許状に
係る免許状更新講習（教育職員免許法９条
の３第３項）の受講対象となる者を拡大す
ることについては、中央教育審議会での議
論等も踏まえ検討し、令和２年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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○平成30年対応方針
（１） 義務付け・枠付けの見直し等



② 運輸・交通

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

４

地方公共団体による
道路整備に伴う踏切
新設の際の運用の見
直し
（鉄道営業法及び道
路法）

国土交通省

鉄道に関する技術上の基準を定め
る省令（平13国土交通省令151）39
条及び道路法31条１項に基づき、道
路と鉄道の交差の方式の例外として
認められている踏切道の新設につい
ては、一律に既存の踏切道の除却を
条件とすることのないよう、鉄道事
業者及び道路管理者から状況等を聴
取し、その結果及び地域の実情を踏
まえ、運用基準を明確にする方向で
検討し、2018年度中を目途に結論を
得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
鉄道に関する技術上の基準を定める省令

（平13国土交通省令151）39条及び道路法31
条１項に基づき、道路と鉄道の交差の方式の
例外として認められている踏切道の新設につ
いては、一律に既存の踏切道の除却を条件と
していないことを地方運輸局、鉄軌道事業者
及び地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和元年●月●日付け●●通
知）］

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

Ⅲ．平成26年～３０年の対応方針において、令和元年（2019年）（度）中
に「結論を得る」等とされたもの
※前回会議（令和元年９月２日）までに結論を報告したものを除く。

○平成27年対応方針

No. 事項 関係府省 27年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

５

通級による指導の対
象となる障害の種類
の見直し
（学校教育法）

文部科学省

通級による指導の対象となる障害の種
類（施行規則140条）については、知的
障害による学習上又は生活上の困難を改
善・克服するために効果的な指導内容等
の実践研究を地方公共団体の参加を得て
実施した上で、研究成果の検証を踏まえ
て知的障害を加えることについて検討し、
平成31年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

平成29年度から実施しているモデル事業
（令和２年２月終了）の分析結果等を踏ま
え、令和元年度中に結論を得る。

（1）義務付け・枠付けの見直し等
① 教育・文化
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平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉
（１）義務付け・枠付けの見直し等

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

６

保育標準時間と保育短時
間の統合
（子ども・子育て支援
法）

内閣府
厚生労働省

子どものための教育・保育給
付における保育必要量の認定
（20条３項）については、上記
支給認定証の交付に関する事務
負担の軽減措置の状況等を踏ま
え、附則２条４項に基づき、同
法の施行後５年を目途として行
う子ども・子育て支援新制度の
見直しの中で、保育標準時間・
保育短時間の区分の在り方につ
いて検討し、必要があると認め
るときは所要の措置を講ずる。

現在、子ども・子育て会議において、子
ども・子育て支援新制度施行後５年の見直
しに係る検討を行っており、同会議におい
て具体的な議論を行い、年末に検討結果及
び今後の対応について取りまとめる予定と
している。

○平成28年対応方針
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

７

自立支援医療（精神
通院医療）受給者証
の更新手続きの期間
延長
（障害者の日常生活
及び社会生活を総合
的に支援するための
法律）

厚生労働省

自立支援医療に係る支給認定の有
効期間（55条）については、地方公
共団体、関係団体等から意見聴取を
行った上で、現行の１年を延長する
ことについて検討し、平成29年中に
結論を得る。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

＜29年対応方針＞
自立支援医療に係る支給認定の有

効期間（55条）については、地方公
共団体、関係団体等の意見を踏まえ、
マイナンバー制度における情報連携
の運用状況を踏まえつつ、現行の１
年を延長する方策について検討し、
平成31年中を目途に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

【令和元年対応方針案】
自立支援医療に係る支給認定の有効期間

（55条）については、地方公共団体、関係団
体等の意見や個人番号制度における情報連携
の運用状況を踏まえつつ、現行の１年を延長
する方策について検討し、令和２年中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

８

幼保連携型認定こど
も園の設備に関する
基準の緩和
（子ども・子育て支
援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

幼保連携型認定こども園の施設基
準の在り方については、子ども・子
育て支援法（平24法65）附則２条４
項に基づき、同法の施行後５年を目
途として行う子ども・子育て支援新
制度の見直しの中で検討し、必要が
あると認めるときは所要の措置を講
ずる。

現在、子ども・子育て会議において、子ど
も・子育て支援新制度施行後５年の見直しに
係る検討を行っており、同会議において具体
的な議論を行い、年末に検討結果及び今後の
対応について取りまとめる予定としている。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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② 環境・衛生

No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

９

動物取扱責任者研修
の見直し（研修回数
等の義務付けの廃止
等）
（動物の愛護及び管
理に関する法律）

環境省

動物取扱責任者研修（施行規則10
条）については、より効果的かつ効
率的な実施のため、地方公共団体の
意向調査を行った上で、平成29年度
中に全国的に周知すべき内容に係る
研修資料を作成する。あわせて、動
物取扱業者への監視指導の実態把握
を行った上で、法令上義務付けてい
る要件を含めた研修内容の在り方に
ついて検討し、原則として平成31年
度中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

研修資料の作成に関しては、地方公共団
体の意向調査を平成29年２月に実施し、作
成方針を取りまとめた。当該方針に基づき
作成した研修資料（映像資料）を平成30年
３月末に地方公共団体に配布した。
また、令和元年６月19日に公布された改

正動物愛護管理法において、動物取扱責任
者の要件の充実が規定されたところ。
研修内容の在り方については、改正動物

愛護管理法の内容、平成30年12月の中央環
境審議会動物愛護部会の「動物愛護管理を
めぐる主な課題への対応について（論点整
理）Ⅲ４．動物取扱責任者」の対応の方向
性を踏まえ、公布から１年以内とされてい
る改正動物愛護管理法の施行に向け必要な
措置を講ずる予定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉
（１）義務付け・枠付けの見直し等

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

10

認定こども園等における
保育料に対する徴収権限
の強化
（児童福祉法、子ども・
子育て支援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

市町村が保育所、幼保連携型
認定こども園、保育所型認定こ
ども園及び家庭的保育事業等に
係る利用者負担額に関して、施
設の設置者からの求めに応じて
行う徴収事務（児童福祉法56条
７項及び８項並びに子ども・子
育て支援法附則６条７項）の在
り方については、子ども・子育
て支援法附則２条４項に基づき、
同法の施行後５年を目途として
行う検討の際に、制度全体の見
直しの中で、対象となる施設の
法的性格や対象を拡大した場合
の市町村の事務負担等を踏まえ
て検討し、必要があると認める
ときは所要の措置を講ずる。

現在、子ども・子育て会議において、子
ども・子育て支援新制度施行後５年の見直
しに係る検討を行っており、同会議におい
て具体的な議論を行い、年末に検討結果及
び今後の対応について取りまとめる予定と
している。

○平成29年対応方針
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

11

認定こども園
での障害児等
支援にかかる
補助体系の見
直し
（私立学校振
興助成法、子
ども・子育て
支援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

認定こども園における特別支援に係る補
助については、認定こども園の類型や対象
となる子どもの支給認定区分によって適用
される事業が異なることによる利用者間の
不公平性と地方公共団体等の事務の複雑さ
を解消するため、私立高等学校等経常費助
成費補助金（幼稚園等特別支援教育経費）
（私立学校振興助成法施行令（昭51政令
289）４条１項２号ロ）による補助の認定時
期を柔軟化するとともに、多様な事業者の
参入促進・能力活用事業（認定こども園特
別支援教育・保育経費）（子ども・子育て
支援法59条４号）や地方交付税により措置
されている事業を含め、障害の有無の確認
方法を明確化し、地方公共団体に平成29年
度中に通知する。

また、これらの補助事業の一本化を含め
た制度の在り方については、子ども・子育
て支援法附則２条４項に基づき、同法の施
行後５年を目途として行う子ども・子育て
支援新制度の見直しの中で検討し、その結
果に基づいて所要の措置を講ずる。

現在、子ども・子育て会議において、子
ども・子育て支援新制度施行後５年の見直
しに係る検討を行っており、同会議におい
て具体的な議論を行い、年末に検討結果及
び今後の対応について取りまとめる予定と
している。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

11



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

12

子ども・子育て支援
法における支給認定
の年齢区分の見直し
（子ども・子育て支
援法）

内閣府
文部科学省

幼稚園における２歳児の受入れに対
する支援の在り方については、平成30
年度に２歳児特有の発達を踏まえた配
慮や３歳児以降の幼稚園教育との円滑
な接続等に係る調査研究を実施した上
で、その結果を踏まえて検討し、平成
31年中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

平成30年度に実施した調査研究の結果等
を踏まえ、現在、子ども・子育て会議にお
いて、子ども・子育て支援新制度施行後５
年の見直しに係る検討を行っており、同会
議において具体的な議論を行い、年末に検
討結果及び今後の対応について取りまとめ
る予定としている。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

12



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

13

子ども・子育て支援
法における支給認定
の職権変更事務の簡
素化
（子ども・子育て支
援法）

内閣府

子どものための教育・保育給付の
認定（19条１項）については、以下
のとおりとする。
・平成29年度中に府令を改正し、職
権による支給認定の変更に関する
市町村（特別区を含む。）の事務
負担を軽減できるよう、認定手続
や保護者への通知に関する事務に
ついて、一括処理を可能とするこ
と等の必要な措置を、平成30年度
から講ずる。

・子ども・子育て支援法附則２条４
項に基づき、同法の施行後５年を
目途として行う検討の際に、制度
全体の見直しの中で、上記認定手
続等の事務負担の軽減措置の状況
等も踏まえ、支給認定の在り方に
ついて検討を行い、必要があると
認めるときは所要の措置を講ずる。

現在、子ども・子育て会議において、子ど
も・子育て支援新制度施行後５年の見直しに
係る検討を行っており、同会議において具体
的な議論を行い、年末に検討結果及び今後の
対応について取りまとめる予定としている。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

13



② 運輸・交通

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

14

乗用タクシーによる
貨物の有償運送の対
象区域の拡大
（道路運送法、貨物
自動車運送事業法）

国土交通省

一般貨物自動車運送事業の許可を
取得してタクシー車両により貨物運
送を行うことができる区域について
は、発地又は着地が過疎地域自立促
進特別措置法（平12法15）２条１項
に規定する過疎地域又は同法33条の
規定により過疎地域とみなされた区
域であって、人口が３万人に満たな
いものとしているが、輸送の安全の
確保や利用者利益の保護が損なわれ
ることがないかという観点から、当
該区域における実施状況を検証する
とともに、地方公共団体、貨物自動
車運送事業者等の関係者の意見も踏
まえ、その対象となる過疎地域の範
囲の拡大について検討し、平成31年
中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
一般貨物自動車運送事業の許可を取得して

タクシー車両により貨物運送を行うことがで
きる区域については、発地又は着地が過疎地
域自立促進特別措置法（平12 法15）２条１
項に規定する過疎地域（同法33 条の規定に
より過疎地域とみなされた区域を含む。以下
この事項において「過疎地域」という。）で
あって人口が３万人に満たないもののほか、
過疎地域であって人口が３万人以上の市町村
において、市町村の合併前に過疎地域であっ
た人口３万人未満の区域が含まれる場合にお
ける当該区域を対象とする。
また、対象区域以外の区域については、当

該区域を含む旅客自動車運送事業者及び貨物
自動車運送事業者に対する調査を令和元年度
中に実施の上、地方公共団体の意見や輸送の
安全の確保及び利用者利益の保護が損なわれ
ることがないかという観点を踏まえつつ、対
象区域の範囲の拡大について検討し、令和２
年中に結論を得る。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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③ その他

No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

15

地方独立行政法人が
設置・管理すること
ができる公共的な施
設の範囲の拡大
（地方独立行政法人
法）

総務省

地方独立行政法人の業務の範囲
（21条）については、地方公共団体
からの要望の具体的な内容が確認さ
れた場合に、文化施設等を地方独立
行政法人による設置及び管理の対象
とすることについて検討し、平成31
年度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

提案団体の検討状況を踏まえ、検討を進
めるものとしており、提案団体から改めて
具体的な提案があれば対応等を検討する予
定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

15



平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 産業振興
（１）国から地方公共団体への事務・権限の移譲等

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

16

経済産業大臣の登録を受
けた登録電気工事業者等
に対する危険等防止命令
の国から都道府県への権
限移譲
（電気工事業の業務の適
正化に関する法律）

経済産業省

経済産業大臣の登録を受けた登
録電気工事業者等に対する危険等
防止命令（27条）については、電
気工事に起因する波及事故等の発
生状況及び都道府県知事の登録を
受けた登録電気工事業者等に対す
る監督処分の実績の実態把握並び
に都道府県の意向調査を行った上
で、都道府県への並行権限付与等、
国・都道府県の連携強化の在り方
を検討し、2019年中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

【令和元年対応方針案】
登録電気工事業者等に対する監督につい

ては、国・都道府県の連携強化により迅速
かつ効果的な実施に資するよう、当該事業
者等情報の管理状況調査結果を踏まえ、令
和４年度中に双方が保有する当該事業者等
に関する情報を共有するための新たな仕組
みを構築する。

○平成30年対応方針

16



平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

（２）都道府県から市町村への事務・権限の移譲等

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

17

処遇改善等加算の認定権
限の移譲
（子ども・子育て支援
法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

施設型給付費等に係る処遇改
善等加算の認定に係る事務・権
限については、都道府県と加算
の認定の実施を希望する市町村
の間で協議が整った場合に、当
該市町村に移譲する方向で検討
し、2019年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

都道府県と協議が整った市町村については、
権限を移譲する方向で関係府省と協議を行い
ながら検討を進めているところ。

17



平成26年～３０年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

（３）義務付け・枠付けの見直し等

18

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

18

「難病の患者に対す
る医療等に関する法
律」に基づく指定難
病の医療費助成に係
る臨床調査個人票
（臨個票）の簡素化
（難病の患者に対す
る医療等に関する法
律）

厚生労働省

指定難病の特定医療費支給認定申
請（６条１項）に係る臨床調査個人
票の記載事項（施行規則14条）につ
いては、附則２条に基づき、施行後
５年以内を目途として行われる検討
の中で、指定難病の調査研究の推進
に支障がない限りにおいて、指定難
病の患者や地方公共団体等の負担を
軽減する方向で検討し、結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

指定難病の特定医療費支給認定申請に係る
臨床調査個人票の記載事項について、指定難
病の患者や地方公共団体等の負担を軽減する
ため、必要な措置を検討中。



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

19

放課後等デイサービ
ス利用対象児童の拡
大
（児童福祉法）

厚生労働省

放課後等デイサービスの利用対
象児童については、利用実態等に
係る調査を行い、現行の利用対象
児童の範囲の考え方等も踏まえつ
つ、2019年度中に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

利用実態等に係る調査を実施中。
（当該調査の中間報告を踏まえ、対応について
検討を進めているところ）

20

戦没者等の遺族に対
する特別弔慰金の請
求手続きにおける必
要書類の簡素化
（戦没者等の遺族に
対する特別弔慰金支
給法）

厚生労働省

戦没者等の遺族に対する特別弔
慰金については、遺族の高齢化等
を踏まえ、請求手続を簡素化する
方向で検討し、2018年度中に検討
の方向性を示した上で、2019年中
に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の請求手

続については、遺族の高齢化等を踏まえ、省令
を改正し、簡素化する。
［措置済み（戦没者等の遺族に対する特別弔慰
金支給法施行規則等の一部を改正する省令（令
和元年厚生労働省令第●●号））］

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

21

介護保険法第24条の
２第２項に係る調査
業務を地方自治体が
指定市町村事務受託
法人に委託する際の
職員の資格要件緩和
（介護保険法）

厚生労働省

要介護認定に係る調査（27条２項）
については、指定市町村事務受託法人
が当該調査を行う場合に、介護支援専
門員以外の者にも当該調査を行わせる
ことについて、その影響等を考慮しつ
つ検討し、2019年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

認定調査の実施状況を把握するため、平
成31年度老人保健健康増進等事業において、
「要介護認定業務の実施方法に関する調査
研究事業」をテーマとして調査中。
具体的な対応について、令和元年度中に

結論を得る。

22

自立支援医療費（精
神通院医療）の申請
書及び受給者証にお
ける性別項目の削除
（障害者の日常生活
及び社会生活を総合
的に支援するための
法律）

厚生労働省

自立支援医療に係る支給認定申請書
及び受給者証については、性別の記載
を削除することについて検討し、2019
年中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
自立支援医療（５条24項）に係る支給認

定申請書、受給者証、受給者証等記載事項
変更届、医師の診断書等については、令和
元年度中に省令及び「自立支援医療費の支
給認定について」（平18厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部長）を改正し、性別
の記載を削除する。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

23

社会福祉法人が
経営する社会福
祉施設への施設
監査（一般監
査）周期の見直
し
（児童福祉法、
障害者の日常生
活及び社会生活
を総合的に支援
するための法律、
生活保護法、老
人福祉法、就学
前の子どもに関
する教育、保育
等の総合的な提
供の推進に関す
る法律）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

・児童福祉施設に対する施設監査（施行令38条に基
づく実地検査であって、保育所に対して行うもの
に限る。）については、地方公共団体の事務負担
の軽減を図るため、利用者に対する処遇の質の確
保に留意しつつ、監査事務を効率化する方向で検
討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

・障害者支援施設等に対する施設監査については、
地方公共団体の事務負担の軽減を図るため、利用
者に対する処遇の質の確保に留意しつつ、監査事
務を効率化する方向で検討し、2019年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

・保護施設に対する施設監査については、地方公共
団体の事務負担の軽減を図るため、利用者に対す
る処遇の質の確保に留意しつつ、監査事務を効率
化する方向で検討し、2019年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

・老人福祉施設に対する施設監査については、地方
公共団体の事務負担の軽減を図るため、利用者に
対する処遇の質の確保に留意しつつ、監査事務を
効率化する方向で検討し、2019年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

・幼保連携型認定こども園に対する施設監査につい
ては、地方公共団体の事務負担の軽減を図るため、
利用者に対する処遇の質の確保に留意しつつ、監
査事務を効率化する方向で検討し、2019年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

児童福祉施設に対する施設監査（施行令
第38条に基づく実地検査であって、保育所
に対して行うものに限る。）については、
令和元年５月30日付け事務連絡「児童福祉
法に基づく保育所等の指導監査の効率的・
効果的な実施について」（厚生労働省子ど
も家庭局保育課）において、指導監査に当
たっての留意事項を示したところ。引き続
き、施設監査の項目及び監査の際に確認す
る書類等について検討中。

その他の施設については、利用者に対す
る処遇の質の確保に留意しつつ、地方公共
団体の事務負担の軽減に資するよう、施設
監査の実態等を把握するために年内に地方
公共団体に対してアンケート調査及び意見
聴取等を実施する。加えて、必要に応じて
更に詳細情報を補足及び確認した上で、施
設監査の項目等に関する効率化に関して令
和元年度中に結論を得る。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

24

子ども・子育て支援
新制度の施設給付費
等に係る処遇改善Ⅱ
の配分方法の制約の
撤廃
（子ども・子育て支
援法）

内閣府
文部科学省
厚生労働省

施設型給付費等に係る処遇改
善等加算Ⅱ（特定教育・保育、
特別利用保育、特別利用教育、
特定地域型保育、特別利用地域
型保育、特定利用地域型保育及
び特例保育に要する費用の額の
算定に関する基準等（平27内閣
府告示49）１条35号の５）にお
ける加算額の配分方法等につい
ては、2018年度の同加算の実施
状況等を踏まえ検討し、2019年
度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

平成30年８月から９月に実施した市町村向けセ
ミナーにおいて、平成30年度から実施している処
遇改善等加算Ⅱの配分方法の見直しについて、自
治体職員に対して改めて制度の周知を行った。
平成30年度の処遇改善等加算Ⅱの実施状況等に

係る調査を実施し、調査結果を精査中。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

22



① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

25

障がい者福祉事務
における証の再発
行申請等への個人
番号記載の義務付
け廃止
（行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律）

内閣府
厚生労働省

個人番号の記載を義務付けている以下の被
保険者証等の再交付申請手続については、
2019年中に省令を改正し、個人番号の提供を
受ける場合と同等の本人確認のための措置を
講じた場合に限り、個人番号の記載の省略を
可能とする。
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律施行規則（平18厚生労働
省令19）に規定する障害福祉サービス受給者
証（同令23条１項）、地域相談支援受給者証
（同令34条の50第１項）及び自立支援医療受
給者証（同令48条１項）並びに療養介護医療
受給者証
・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
施行規則（昭25厚生省令31）に規定する精神
障害者保健福祉手帳（同令30条）
また、身体障害者福祉法施行規則（昭25厚

生省令15）において、個人番号の記載を義務
付けている身体障害者手帳（同令７条及び８
条）の再交付申請については、地方公共団体
における事務の実態等を踏まえつつ、個人番
号の記載の省略を検討し、2019年中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

【令和元年対応方針案】
身体障害者手帳の破損等に係る再交付申

請（身体障害者福祉法施行規則（昭25厚生
省令15）８条）については、令和元年度中
に省令を改正し、個人番号の提供を受ける
場合と同等の本人確認のための措置を講じ
た場合に限り、個人番号の記載の省略を可
能とする。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

26

児童福祉施設の実地
検査に係る効果的・
効率的な運用の見直
し
（児童福祉法）

厚生労働省

児童福祉施設に対する施設監査（施
行令38条に基づく実地検査であって、
保育所に対して行うものに限る。）に
ついては、地方公共団体の事務負担の
軽減を図るため、利用者に対する処遇
の質の確保に留意しつつ、監査事務を
効率化する方向で検討し、2019年度中
に結論を得る。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

令和元年５月30日付け事務連絡「児童福
祉法に基づく保育所等の指導監査の効率
的・効果的な実施について」（厚生労働省
子ども家庭局保育課）において、指導監査
に当たっての留意事項を示したところ。引
き続き、施設監査の項目及び監査の際に確
認する書類等について検討中。

27

住居確保給付金の再
支給要件の緩和
（生活困窮者自立支
援法）

厚生労働省

生活困窮者住居確保給付金（６条）
の支給については、傷病により求職活
動を行うことができなくなった者が、
当該傷病の治療を終え求職活動を再開
した場合の、当該給付金の支給の必要
性や運用方法等について検討し、2019
年中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
生活困窮者住居確保給付金（６条）の支

給については、令和元年度中に省令を改正
し、傷病により求職活動を行うことができ
なくなった場合に、当該給付金の支給を一
時停止し、当該傷病の治療を終え、求職活
動を再開した際に支給を再開することがで
きることとする。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

28

指定難病及び小児慢
性特定疾病医療費助
成制度の事務処理に
おけるマイナンバー
による情報連携項目
の追加
（行政手続における
特定の個人を識別す
るための番号の利用
等に関する法律、難
病の患者に対する医
療等に関する法律）

内閣府
総務省
財務省
文部科学省
厚生労働省

指定難病及び小児慢性特定疾病の
医療費助成制度に係る所得区分の確
認事務については、地方公共団体及
び保険者との協議の上、難病の患者
に対する医療等に関する法律附則２
条に基づき、施行後５年以内を目途
として行われる検討の中で、当該事
務の在り方について検討し、結論を
得る。その結論を踏まえ、当該制度
における地方公共団体等の事務負担
の軽減が図られるための必要な措置
を講ずる。

地方公共団体等の事務負担の軽減について
は、現在、難病法等の施行後５年後見直しに
係る厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委
員会及び社会保障審議会児童部会小児慢性特
定疾病児への支援の在り方に関する専門委員
会（合同委員会）において、検討している。
当該検討の結果も踏まえ、地方公共団体及び
保険者と協議を行いながら、必要な対応を行
う予定。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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② 環境・衛生

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

29

災害廃棄物を産
業廃棄物処理施
設で処理する際
の規制緩和
（廃棄物の処理
及び清掃に関す
る法律）

環境省

非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置
の特例（９条の３の３）については、全国廃
棄物・リサイクル行政主管課長会議や災害廃
棄物の処理に係る地域ブロック協議会等を活
用し、既に制定されている条例の事例等も示
しつつ、地方公共団体において条例が制定さ
れるよう、積極的に周知・助言等を行う。
また、当該特例措置の利用を含めた災害廃

棄物の処理が円滑に進むよう、国において、
処理施設の所在地等を把握するための調査を
2018年度中に行い、同調査結果を整理した上
で、特例規定に基づく条例の策定状況、災害
廃棄物の受入可能な廃棄物処理施設及び災害
廃棄物の処理に関する支障や課題について、
地方公共団体に対して2019年度中に調査を行
う。その後、取りまとめた情報を地方公共団
体に提供するなど、必要な支援を適切に行う。
あわせて、災害廃棄物の円滑かつ適正な処

理の推進の観点から、当該調査結果に基づき、
有識者や関係団体等から意見聴取を行った上
で、特例規定に基づく条例制定の負担軽減も
含め、必要な対応を検討し、2019年度中に結
論を得る。その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

処理施設の所在地等を把握するための調査等を
実施。あわせて、当該調査結果に基づき、有識者
や関係団体等から意見聴取を行った。

非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特
例（９条の３の３）については、９月に、地方公
共団体に対して、特例規定に基づく条例の策定状
況、災害廃棄物の受入可能な廃棄物処理施設及び
災害廃棄物の処理に関する支障や課題に係る調査
を行った。当該調査結果に基づき、有識者や関係
団体等を含む検討会にて必要な対応を検討し、令
和元年度中に結論を得る。また、当該調査結果に
基づき、全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会
議や災害廃棄物の処理に係る地域ブロック協議会
等を活用し、既に制定されている条例の事例等も
示しつつ、地方公共団体において条例が制定され
るよう、積極的に周知・助言等を行う。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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③ 消防・防災・安全

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

30

消防団員等の消
防車両運転に係
る特例制度の創
設
（消防団員の準
中型自動車免許
取得に対する助
成事業）

総務省

消防団員が消防車両を運転するために
必要な準中型自動車免許（以下この事項
において「準中型免許」という。）の取
得等については、以下のとおりとする。
・消防団員の準中型免許取得費用に対す
る、地方公共団体の公費助成制度の創
設を促すため、先行事例等を地方公共
団体に2018年度中に周知する。

・普通自動車免許を有していなくても準
中型免許を取得することが可能である
こと及び準中型免許取得において地方
公共団体により創設される公費助成制
度の活用が可能であることを、自動車
教習所等を通じ、新たに免許を受けよ
うとする者に2019年度中に周知する。

・上記のほか、消防団員の円滑な準中型
免許取得のための方策について検討し、
2019年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

・消防団員の準中型自動車免許の取得費用に対
する地方公共団体の公費助成制度の創設を促
すため、先行事例及び地方公共団体の当該助
成に対する地方財政措置の概要等について、
平成31年３月27日に地方公共団体に対して周
知済み。

・消防団員が消防車両を運転するために必要な
準中型自動車免許の取得について、普通自動
車免許を有していなくとも可能であること及
び地方公共団体により創設される公費助成制
度の活用が可能であることを周知するため、
関係府省と調整の上、必要な資料を作成し、
自動車教習所等に配布する予定。

・上記のほか、消防団員の円滑な準中型自動車
免許取得のための方策について検討中。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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④ 土木・建築

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

31

建築基準法第51条
ただし書の許可を
要さない産業廃棄
物処理施設の規模
の見直し
（建築基準法）

国土交通省
環境省

工業地域又は工業専用地域内における
廃プラスチック類の破砕施設に係る新築、
増築又は用途変更に際する当該施設の位
置に対する制限（51条）については、都
市計画決定の状況及び同条ただし書にお
ける許可の状況に係る地方公共団体にお
ける実態や当該施設の活動実績を調査し、
周辺の市街地環境への影響を整理した上
で、当該許可の考え方について検討し、
2019年中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
工業地域又は工業専用地域内における廃

プラスチック類の破砕施設に係る新築、増
築又は用途変更に際しての当該施設の位置
に対する制限については、51条ただし書許
可に係る手続の円滑化に資するよう、許可
に係る取組事例を、地方公共団体に令和元
年中に通知する。

32

道路法施行令第38
条による不用物件
の管理期間の運用
弾力化
（道路法）

国土交通省

不用物件の管理期間（92条１項及び施
行令38条）については、地方公共団体に
おける道路管理の実態等について把握し
た上で、その在り方について検討し、
2019年中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
不用物件の管理期間（92条１項及び施行

令38条）については、路線廃止後の円滑な
土地利用に資するよう、管理期間の運用に
係る解釈を明確化し、地方公共団体に令和
元年度中に通知する。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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④ 土木・建築

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

33

宅地建物取引士にお
ける旧姓使用につい
て
（宅地建物取引業
法）

国土交通省

宅地建物取引士証の記載事項（施
行規則14条の11）のうち、宅地建物
取引士の氏名における旧姓使用の可
否については、都道府県及び不動産
団体の意見を聴いた上で、旧姓使用
を可能とする方向で検討し、2019年
中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
宅地建物取引士証の記載事項（施行規則14

条の11）のうち、宅地建物取引士の氏名にお
ける旧姓使用については、当該宅地建物取引
士が希望する場合には、宅地建物取引士証に
旧姓を併記することを可能とする旨を都道府
県に対して令和元年度中に周知する。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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⑤ その他

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

34

住民基本台帳事務の
住民票の写し等の交
付に係る請求者の規
定の明確化
（所得税法、行政手
続における特定の個
人を識別するための
番号の利用等に関す
る法律）

内閣府
金融庁
財務省

・生命保険会社による保険契約者の
個人番号を記載した支払調書の提
出（所得税法225条）については、
生命保険会社が保険契約者の個人
番号を生前に収集する方策につい
て検討し、2019年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

・申請に基づく行政手続における死
亡者の個人番号の必要性やその取
扱いについては、関係府省と協
議・検討し、2019年度中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な
措置を講ずる。

・【令和元年対応方針案】
生命保険会社が税務署長に提出する支払調
書（所得税法225条１項４号）に記載する保
険契約者の個人番号については、支払調書
に記載が必要になるため、契約時など保険
契約者の生存中速やかに、その旨を保険契
約者に対し周知するとともに、これを収集
し適切に管理する態勢を整えることなど、
生前に収集するために必要な対応をすべき
ことを、生命保険会社に要請する。
［措置済み（令和元年９月20日金融庁と生
命保険協会の意見交換会）］

・申請に基づく行政手続における死亡者の個
人番号の必要性やその取扱いについて、関
係府省に対して調査を実施した。当該調査
結果を踏まえ、必要な措置について検討中。

平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況
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平成26年～30年対応方針のフォローアップの状況

Ⅳ．平成26年～３０年の対応方針において、令和２年（度）以降に「結論を
得る」等とされたもの（期限なしを含む）の内、既に結論を得られたもの
※前回会議（令和元年９月２日）までに結論を報告したものを除く。

○平成26年対応方針

No. 事項 関係府省 26年対応方針の内容

現在の対応状況の概要

※原則、令和元年９月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

※令和元年対応方針案に記載するものは、案文を記載

35

資格を喪失した被保
険者の受診に伴う過
誤調整に係る事務処
理の見直し
（健康保険法、国民
健康保険法、高齢者
の医療の確保に関す
る法律）

厚生労働省

資格を喪失した被保険者の受診に
伴う過誤調整について、被保険者か
ら旧保険者に対し療養費の受領につ
いて委任を行うことで、現保険者か
ら旧保険者に直接支払う事務処理の
普及を図る。その上で、被保険者資
格のオンライン確認により過誤を減
少させるための仕組み等、保険者の
事務負担の更なる軽減に繋がる方策
を検討し、必要な措置を講ずる。

【令和元年対応方針案】
被保険者資格喪失後の受診に伴う過誤を減

少させるための仕組みについては、医療保険
事務の効率化や患者の利便性の向上等を図る
ため、診療時における確実な本人確認と保険
資格確認を可能とし、令和３年３月から本格
運用を開始する。

（1）義務付け・枠付けの見直し等
① 医療・福祉
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